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（近畿ブロック）の結果概要
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近畿地方環境事務所 廃棄物・リサイクル対策課
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泉南地域
（大阪府）泉南市・阪南市・泉南清掃事務組合

＜対象地域の特徴＞

① 泉南地域は海岸沿いや山地で宅地開発が進んでおり、津波被害、河川での水害が懸念

② 両市は直営収集を行っており、一般廃棄物処理施設は、両市で構成される泉南清掃事務組
合が管理

＜個別事項 ◎災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討＞

① 集積場の排出・分別

② 災害廃棄物の収集運搬

③ 収集運搬に係る運営管理

④ 搬入時のルート確保

⑤ 一般廃棄物処理施設の運用



【考え方】
災害廃棄物発生量＝１棟あたりの平均延床面積（㎡／棟）×発生原単位（t／
㎡）×解体建築物の棟数（全壊棟数）（※内閣府が示す方式）
し尿発生量＝仮設トイレ需要者数×し尿の1人1日平均排出量×収集間隔日数
避難所ごみ＝避難者数×ごみ発生原単位
片付けごみ（試算）＝被災世帯数×発生原単位
【結果】
災害廃棄物：約26万ﾄﾝ（南海トラフ巨大地震）、 約0.3万トン（水害）
し尿：約2万L/日（南海トラフ巨大地震）
避難所ごみ：約6トン／日（南海トラフ巨大地震）
片付けごみ（試算）：約0.2～2万トン（南海トラフ巨大地震）、0.09万トン（水害）

事業結果の概要（計画策定：泉南地域）

○発生量（災害廃棄物・し尿等）
○処理可能量
○仮置場面積、仮置場のレイアウト
○災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討

災害廃棄物・し尿等の発生量の推計

モデル事業の対象

○対象とする災害
・地震：南海トラフ巨大地震（右図） 全壊棟数：約1,720棟
・風水害：大阪府の洪水浸水想定をもとに推計

全壊棟数：約10棟

被害想定

南海トラフ巨大地震の震度分布

災害廃棄物処理計画の策定を目指し、泉南市・阪南市・泉南清掃事務組合を対象としてモデル事業を実施
した。

災害廃棄物の処理可能量の検討

【考え方】
◎焼却施設
［指針］処理可能量（t／3年）＝年間処理量（実績）×分担率

［最大利用方式］処理可能量＝災害時対応余力×年間稼働日数×年間稼働率
（1年目）＋災害時対応余力×年間稼働日数×２（2～3年目）

◎最終処分場
［指針］埋立処分可能量（t／2.7年）＝年間埋立処理量（実績）×分担率
［最大利用方式］10年後残余容量＝残余容量－年間埋立容量×10年

【結果】

破砕選別後の災害廃棄物の搬出先【南海トラフ巨大地震】

災害廃棄物処理フロー【南海トラフ巨大地震】
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災害発生時の
廃棄物組成

1次仮置場での
廃棄物組成

破砕選別後の
廃棄物組成

【リサイクル】

➀木くず ⑥柱材・角材 木質チップ
69.4千t 10 .4千t 10.4千t

26.6% 4.0% 4.0%

②コンクリートがら ⑦コンクリート 再生資材

94.1千t 75 .3千t 75.3千t
36.1% 28.9% 28.9%

③金属くず ⑧可燃物 再生資材(土材系)

6.1千t 38 .2千t 13.7千t
2.3% 14.6% 5.3%

④その他（残材） ⑨金属くず 金属くず
91.4千t 5 .8千t 5.8千t

35.0% 2.2% 2.2%

⑤合　計 ⑩不燃物

261.0千t 117 .6千t 災害時対応余力

100.0% 45.1% 焼却（既往施設）

⑫ 31.2千t

⑪土材系 可燃物⑧の81.9%

13 .7千t

5.3% 広域処理等〔焼却〕

⑬ 6.9千t 焼却灰

=⑧-⑫ ⑭ 7.6千t
焼却量の20%

災害時対応余力

埋立（既往施設）

⑮ 0.0千t

広域処理等〔埋立〕
261.0 ⑯ 125.3千t

検算 2285.3 検算 2285.3 =⑩+⑭-⑮

【処理、処分率】

検算 268.6

全廃棄物量の61%※

全廃棄物量の39%※

搬 出 先

柱材・角材
（マテリアルリサイクル

可能な木くず）

コンクリートがら

金属くず

混合廃棄物

※搬出後の
　全廃棄物量=⑤+⑧

（単位：%）

選別後

⑥柱材・角材⑦コンクリート ⑧可燃物 ⑨金属くず ⑩不燃物 ⑪土材系 合計

➀木くず 15 0 55 0 30 0 100
②コンクリートがら 0 80 0 0 20 0 100
③金属くず 0 0 0 95 5 0 100
④その他（残材） 0 0 0 0 85 15 100

選
別
前

【1次仮置場での選別率】



・仮置場に搬入される廃
棄物の種類を想定

・平時のごみ分別区分を
基本とする

・市外での搬出処理を考
慮し、品目を細分化

・平時の処理対象外品
目で災害時に発生する
ごみは新たに分別区分
を設定

・資源ごみは、平時のご
み収集体制で回収可
能とし、レイアウトから
外す

・事故及び渋滞の防止を
図るため、片付けごみ
等を運搬する一般車と
解体家屋等の災害廃
棄物を運搬する大型車
の動線を分ける

・右図は仮置場のレイア
ウト案

仮置場のレイアウト案

一次仮置場レイアウト案

災害廃棄物の最大仮置量の試算

A B C

被災現場 解体期間（年） 1.0 1.5 2.0 初期準備期間を含む

処理期間（年） 1.5 2.0 2.5 初期準備期間を含む

最大仮置量 38% 27% 21%

処理期間（年） 2.5 2.5 2.5 撤去等の期間を含む

最大仮置量 59% 38% 17%

一次仮置場

二次仮置場

パターン
備考

一次仮置場・二次仮置場の最大仮置量

一次仮置場処理期間（準備期間含む）を(A)1.5年、(B)2年、(C)2.5年の3ﾊﾟﾀｰﾝ
で試算した災害廃棄物の仮置量は下表のとおり

【試算方法】
（１）一次仮置場必要面積

＝（a＋①余裕幅）2

①余裕幅：5m
②仮置量

＝（a2+ab+b2)×1/3×高さ
③仮置場高：5m
④法面勾配：1：1
⑤災害廃棄物等（混合状態）

の見かけ比重：1.0トン/m3

（２）二次仮置場必要面積

仮設の混合物処理施設を設置し
て3年間での処理を想定し、災害廃

棄物量から下表に基づいて必要な
ユニット面積を算出した

仮置場面積の試算

一次仮置場面積試算の概念図

タイプ ha/unit 処理量（t/日） 処理量平均（t/日） 

固定式 4.0 300 ～1,200 750 

移動式 4.5 140 ～570 355 

 

【試算結果】

環境省が示す方法（災害廃棄物対策指針技術資料に示される算出方法）によ
る試算結果と、本モデル事業による試算結果※の比較は下表のとおり
※一次仮置場処理期間（準備期間含む）を(A)1.5年、(B)2年、(C)2.5年の3ﾊﾟﾀｰ

ﾝで計算

混合物処理施設のユニット面積と処理量

出典：「第6回 大規模災害発生時における災害廃
棄物対策検討会資料」

仮置場必要面積の試算結果
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災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討

・災害時におけるごみの排出ルールは、通常ごみと片づけごみ（災害ごみ）が
混合しないように排出方法を明確に広報することが重要

集積場の排出・分別 ・収集運搬車両の車両保管場所と南海トラフ巨大地震時の震度分布、液状化
想定区域、風水害の洪水浸水域図を重ね合わせ、ハザード別保有台数を確
認すると、震度6弱、液状化危険度中以上に位置する施設があり、大規模地
震時には、地域内の収集・運搬が円滑に進まない可能性がある。

・そのような事態に備え、直営による利点を生かしたり、水害発生に備えて体
制構築、人材確保や育成、災害協定の締結を図る必要がある

収集運搬に係る運営管理

災害時のごみ排出ルールの変更時の留意点

搬入時のルート確保

一般廃棄物処理施設の運用災害廃棄物の収集運搬

熊本地震における
片づけごみ集積場の状況

・対象地域の直営の車種別保有台数及び積載量は、泉南市24 台、37 トン、阪
南市21 台、37 トンの計45 台、74トン

・許可業者の車両保有台数及び総重量は、65台、215 トンであり、パッカーが
23 台、56 トン、ダンプ19 台、ダンプ123 トンなど

・災害廃棄物の運搬を地域内のダンプで行う場合、運搬日数は南海トラフ巨
大地震の場合は約800日（2往復／日）が必要と試算され、広域連携による
運搬車の調達が必要

・搬入ルートを南海トラフ巨大地震時の震度及び、液状化危険度、津波浸水、
河川の氾濫と重ね合わせると、域内搬入ルートの阻害箇所は、地震時、風
水害時（浸水時）にそれぞれみられた。大規模地震時には、地域内の収集・
運搬が円滑に進まない可能性がある。

対象地域の平常時の搬入ルート

一般廃棄物処理施設の運用上の留意事項

・一般廃棄物処理施設へのヒアリング結果などから、大規模災害発生時の一
般廃棄物処理施設の搬入条件など、運用上の留意事項を整理した
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[参 考]
個別事項の検討内容
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泉南地域（p64）
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◎災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討
◆通常ごみ及び片づけごみの集積場への排出・分別

▼ 集積場の設置条件・管理運営等



泉南地域（p67）
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◎災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討
◆災害廃棄物の収集・運搬

▼ 運搬回数の試算



泉南地域（p68）
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◎災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討
◆収集運搬に係る運営管理

▼ 車両保管場所のハザード別保有台数

▼ 直営の利点

ハザード 泉南市 阪南市 

  塵芥車 し尿 塵芥車 し尿 

震度 6 強 1 0 5 9 

 6 弱 42 9 10 3 

液状化危険度 高い 1 3 0 0 

 中～高 13 0 8 0 

 中程度 0 3 1 4 

 程度小 0 0 2 2 

 ほとんどなし 15 3 0 0 

 なし 15 0 4 6 

洪水浸水想定 浸水深あり 0 0 0 3 

○災害時の出動の迅速性
・自らの判断で速やかな対応が可能であり、初動対応は早い。

○柔軟な対応
・指示が徹底でき、きめ細かい対応が可能となる。

○地域特性の把握（地域密着）
・道案内が必要なく、職員のみでの対応が可能。
・支援自治体に対して、道案内や分別ルールの指示をきめ細かく行える。



泉南地域（p73）
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◎災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討
◆搬入時のルート確保

▼ 搬入時のルート阻害の可能性がある箇所

 ハザード 泉南市 阪南市 

南海トラフ 

巨大地震 
震度 

・市域西部の阪南市と隣接す

るエリアで、震度 6 強のエ

リアがみられる。 

・市域には震度 6 強のエリア

が広く分布しており、建物

倒壊による交通阻害が広

範囲に発生する可能性が

ある 

 液状化危険度 

・市域北部の沿岸部を中心と

して液状化危険度の高い

（PL 値 15 以上）のエリア

が広範囲にみられ、交通阻

害が発生する可能性があ

る。 

・市域の北中部で、液状化危

険度の高い（PL 値 15 以上）

のエリアがみられ、交通阻

害が発生する可能性があ

る。 

 津波浸水 

・沿岸部で津波による浸水の

可能性があるが、搬入ルー

ト上では、南海本線岡田浦

駅付近以東、樫井川以西の

エリアでは、津波浸水によ

り交通阻害が発生する可

能性がある。 

・沿岸部で広範囲に津波によ

る浸水の可能性があるが、

内陸部まで広がりのある

阪南市役所付近以東、男里

川以西のエリアでは、津波

浸水により交通阻害が発

生する可能性がある。 

風水害 浸水 
・一部の搬入ルート上で、浸

水の可能性がある 

・一部の搬入ルート上で、浸

水の可能性がある。 

 



泉南地域（p74,75）
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◎災害廃棄物処理に係る技術的事項の検討
◆一般廃棄物処理施設の運用

▼ 東日本大震災における受入先（焼却施設）の受け入れ基準・品質事例

▼ 一般廃棄物処理施設の運用上の留意事項

○通常受け入れられる品目を対象にして受入条件とする
・焼却時の炉材の傷みなどを懸念して塩ビ管等の塩化物を含む受入は禁止する

○受入寸法は、既設の焼却炉の投入口の寸法に合わせて粉砕したうえで投入する
○発熱量は生ごみ等をクレーンで混合させる、投入量を減らすなどして抑制する


